
事務事業評価表【評価版】

事業名：

政策

施策

基本事業

終了年度開始年度

事務事業の目的と成果

指標・事業費の推移

事業内容（主なもの） 費用内訳（主なもの）

区分 単位

事　業　費 (A) 千円

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

手段（事務事業の内容、やり方）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

実施計画
事業認定

会計区分 補助金

千円

千円

正職員人件費(B)

総事業費 ( A + B )

平成26年度 【     399】

特別支援学級生活介助事業 学校教育支援室参事（特別支援教育）

05 豊かさと創造性を育む生涯学習環境の充実

子どもの可能性を伸ばす教育の充実01

01 教育内容の充実

― ― 非対象 一般会計

市内小中学校の特別支援学級

特別支援学級を設置している小中学校に生活介助員（非常勤）を配置し、消耗品費用を配分している

一人ひとりの教育的ニーズに則した指導の実現を図る。

23年度実績 24年度実績 25年度実績 26年度当初

40 50対象指標１ 市内小中学校の特別支援学級数 学級 34 37

対象指標２

活動指標１ 生活介助員数 人 21 23 24 25

活動指標２

成果指標１ 教職員（特別支援学級教員及び介助員）1人当りの特別支援学級在籍児童生徒数 人 1.94 1.97 1.89 1.89

成果指標２

37,065 40,406 42,278 45,773

1,605 1,603 1,563 1,956

38,670 42,009 43,841 47,729

・特別支援学級生活介助員の配置。
・特別支援学級の運営

・支援員報酬　37,331千円、支援員旅費　197千円
・特別支援学級運営経費（消耗品費）　2,055千円
・維持補修関係等工事費　1,409千円25年度



事業を取り巻く環境変化

事業開始背景

事業を取り巻く環境変化

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

根拠
理由

障がい種別の多様化
平成１９年度から特別支援教育の対象とされていなかったＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（多動性障害）等の障がい
についても、適切な教育的支援を行う「特別支援教育」への移行され、特別支援学級だけではなく普通学級の特別
支援の必要な児童生徒に対しても介助を要するようになった。

平成25年度の実績による担当課の評価（平成26年度７月時点）

（1）税金を使って達成する目的（対象と意図）ですか？市の役割や守備範囲にあった目的ですか？

特別支援学級において、障がいのある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じ
た適切な指導を実現するには介助員の補助が必要であり、介助員の雇用は特別
支援教育を補完するものであり妥当である。

妥当である

妥当性が低い

▼

（2）上位の基本事業への貢献度は大きいですか？

障がい児の障がいの状態や発達段階、特性等に由来する教育上の特別のニーズ
に応じて適切な教育が行われることは、「教育内容の充実」へ大きく貢献して
いる。

貢献度大きい

貢献度ふつう

貢献度小さい

基礎的事務事業 ▼

（3）計画どおりに成果は上がっていますか？計画どおりに成果がでている理由、でていない理由は何ですか？

介助員の配置、施設整備により障がいのある児童生徒一人一人に対してよりき
め細やかな対応ができるようになった。

上がっている

どちらかといえば上がっている

上がらない

▼

（4）成果が向上する余地（可能性）がありますか？その理由は何ですか？

障がいのある児童生徒一人一人のニーズを十分に把握し、施設整備を行うとと
もに、介助員を必要とされる学校に適正に配置していくことで成果の向上が期
待できる。

成果向上余地　大

成果向上余地　中

成果向上余地　小・なし

▼

（5）現状の成果を落とさずにコスト（予算＋所要時間）を削減する方法はありませんか？

児童生徒一人ひとりのニーズに対応していくため、介助員の配置や施設整備は
必要である。

ある

なし

▼


